
 

介護保険・後期高齢者医療保険制度への国庫負担の引き上げを求める意見書    

 

 介護保険制度は３年ごとに見直しが行われ，第５期計画が実施される４月から介護保険

料の値上げが予定されている。厚生労働省の試算では基準額で月額４，１６０円から５，

２００円にと約２５％の上昇を見込んでいた。海田町では「第５期介護保険事業計画」を

策定する「介護保険事業運営委員会」において，基準額で月額４，３７０円から５，５９

８円と約２８％値上げの承認がなされたところである。また，全国的に問題となっている

特別養護老人ホームの待機者の解消や介護職員の処遇改善なども解決が急がれている。さ

らに介護保険制度の抱える問題として，介護基盤が充実すればするほど介護保険料は高く

なっている。また，後期高齢者医療保険制度は保険料率が２年ごとに見直しが行われ，保

険料率について検討を行ってきた「広島県後期高齢者医療広域連合」は，４月からの保険

料を１人平均６２,５６１円から６７,２４１円にと４，６８０円，７．４８％の値上げの

方針が｢運営審議会｣で承認された。 

 このように，４月からは介護保険料と後期高齢者医療保険料が同時に値上げされ，高齢

者や高齢者を抱える世帯にとって大変な負担となってくる。その一方，高齢者の主な収入

である年金は減らされることを考えれば，その負担感は一層大きなものになっている。 

介護保険の現行の費用負担は国が約２５％，県と市町が各々約１２．５％で，残りの

５０％を４０歳以上の被保険者が負担している。しかし，介護保険制度が実施される前は，

国が５０％，県と市町がそれぞれ２５％を負担していた。また，政権についている民主党

は，以前介護保険制度を充実するために８，０００億円の国費を投入する方針を立ててい

たが，実行されないままになっている。後期高齢者医療保険の費用負担は，国が３４％，

県と市町が各々８％，国民健康保険など他の医療保険が４０％で，残りの１０％を７５才

以上の被保険者が負担する。しかし被保険者が負担する割合が見直しのたびに引き上げら

れ，そのために保険料率の引き上げが避けられない制度となっている。 

 よって，政府においては，高齢者の負担を軽くするとともに，両制度の充実を図るため，

国庫負担を引き上げるよう強く求める。 

以上，地方自治法第９９条の規定により，意見書を提出する。 
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